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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 119,200 113,942 109,112 120,875 123,005

経常利益 (百万円) 7,094 4,195 3,298 6,550 7,211

当期純利益 (百万円) 3,457 3,156 1,927 4,607 4,977

包括利益 (百万円) 3,152 2,770 2,662 5,354 7,091

純資産額 (百万円) 77,432 79,388 81,244 84,011 89,462

総資産額 (百万円) 121,068 120,990 123,061 129,690 134,041

１株当たり純資産額 (円) 753.49 774.74 792.17 833.87 888.00

１株当たり
当期純利益金額

(円) 34.31 31.32 19.13 45.73 49.41

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.7 64.5 64.9 64.8 66.7

自己資本利益率 (％) 4.6 4.1 2.4 5.6 5.7

株価収益率 (倍) 13.44 10.79 15.73 11.06 11.11

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,147 6,140 13,722 9,962 7,947

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,487 △6,675 △6,796 △6,713 △10,370

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,946 △1,069 △703 △852 △1,442

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 14,628 12,968 19,306 21,838 18,202

従業員数 (人) 2,258 2,145 2,137 2,153 2,194
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 106,605 102,438 97,400 107,492 108,813

経常利益 (百万円) 6,053 3,769 2,851 5,948 6,051

当期純利益 (百万円) 2,996 3,050 1,697 4,150 4,306

資本金 (百万円) 5,040 5,040 5,040 5,040 5,040

発行済株式総数 (千株) (100,800) (100,800) (100,800) (100,800) (100,800)

純資産額 (百万円) 69,347 71,533 72,767 76,396 79,400

総資産額 (百万円) 111,035 110,964 112,846 119,931 122,825

１株当たり純資産額 (円) 688.27 709.98 722.24 758.28 788.12

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
8.00 8.00 8.00 10.00 10.00

(4.00) (4.00) (4.00) (4.00) (5.00)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 29.74 30.27 16.85 41.20 42.75

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.5 64.5 64.5 63.7 64.6

自己資本利益率 (％) 4.4 4.3 2.4 5.6 5.5

株価収益率 (倍) 15.50 11.16 17.87 12.28 12.84

配当性向 (％) 26.9 26.4 47.5 24.3 23.4

従業員数 (人) 1,168 1,169 1,186 1,197 1,222
 

(注) １. 消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。

２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、昭和９年４月11日(設立登記日は昭和９年４月24日)ぶりきの製造を目的として設立(資本金５百万円)さ

れ、本社を大阪市、工場を山口県下松市に設置し、一社一工場の組織をもって発足しました。

その後の当社グループの主な変遷は次のとおりであります。

 

年月 事項

昭和10年２月 下松工場において操業開始。

昭和11年12月 事業目的に「機械器具の製作販売」を追加。

昭和12年５月 特許製鈑株式会社(現：鋼鈑工業株式会社、連結子会社)の株式取得。

昭和17年４月

 
事業目的に「銅、亜鉛、アルミニューム等非鉄金属及び其の合金の板、管、棒、条等の製造販

売」を追加。

昭和19年12月 本社を東京都日本橋区本町２丁目５番地に移転し大阪本社を大阪支社とする。

昭和24年５月 東京証券取引所に株式を上場。

昭和27年３月 本社を東京都千代田区霞が関３丁目３番地に移転。

昭和43年11月 鋼鈑建材株式会社を設立。(現：ＫＹテクノロジー株式会社、連結子会社)

昭和49年12月 山橋工業株式会社の株式取得。(現：ＫＹテクノロジー株式会社、連結子会社)

昭和50年５月 事業目的に「建築材料の製作販売」「建設工事の設計監理及び請負」を追加。

昭和60年６月

 
事業目的に「硬質合金及びセラミックスの製造、加工、販売」及び「電子機器並びにその材

料、部品の製造、販売」を追加。

平成元年４月 鋼鈑商事株式会社を設立。(現：連結子会社)

平成９年３月 マレーシアにTOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.を設立。(現：連結子会社)

平成12年４月 本社を東京都千代田区四番町２番地12(現在地)に移転。

平成17年４月

 
鋼鈑建材株式会社と山橋工業株式会社が合併し、商号をＫＹテクノロジー株式会社に変更。

（現：連結子会社）

平成17年６月 事業目的に「機能性フィルム(樹脂フィルム等)の製造、販売」を追加。

平成23年６月 事業目的に「体外診断用医薬品の製造、販売」を追加。

平成24年４月

 
TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali Toyo Steel CO.INC.）を設立。（現：持分法適

用関連会社）
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３ 【事業の内容】

当社、子会社及び関連会社において営まれている主な事業は、ぶりき、ティンフリースチール等の鋼板及び鋼板の

加工品、容器用機能フィルムの製造販売（鋼板関連事業）、磁気ディスク用アルミ基板、光学用機能フィルムの製造

販売（機能材料関連事業）、並びに梱包資材用帯鋼、機械器具、硬質合金の製造販売（その他事業）です。

 各事業における位置づけとセグメントとの関連は次のとおりです。

 

(1) 鋼板及び鋼板の加工品、容器用機能フィルムの製造販売（鋼板関連事業セグメント）

当社は、資材等の一部を親会社（東洋製罐グループホールディングス㈱）の子会社である東洋製罐㈱より購入

し、当社及び子会社（ＫＹテクノロジー㈱、湖南東洋利徳材料科技有限公司、江蘇東洋鋼鈑新材料科技有限公司）

において製造販売を行っております。

 上記のうち、ＫＹテクノロジー㈱は、鋼板の加工品の製造販売を行っております。海外では、湖南東洋利徳材料

科技有限公司、江蘇東洋鋼鈑新材料科技有限公司が鋼板及び鋼板の加工品の製造販売を行っております。 

子会社である東洋パックス㈱は包装用資材の製造、鋼板の截断、検定、包装作業を行い、東洋パートナー㈱は厚

生関連業務等を行っております。

鋼板の販売は当社が行うとともに、子会社２社（国内は鋼鈑商事㈱、海外は上海東洋鋼鈑商貿有限公司）で行っ

ております。なお、当社から東洋製罐㈱に鋼板の一部を販売しております。子会社（共同海運㈱）及び関連会社

（下松運輸㈱）は製品の運搬を行っております。

 また、トルコにおいて関連会社（TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali Toyo Steel CO.INC.））が表

面処理鋼板製造工場の建設を推進しております。

 TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETIにつきましては、重要性が増したため、当連結会計年度より持分法適用の

関連会社としております。
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(2) 磁気ディスク用アルミ基板、光学用機能フィルムの製造販売（機能材料関連事業セグメント）

国内においては、当社及び子会社（鋼鈑工業㈱）が製造販売を行っております。海外では、マレーシアで子会社

（TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.）が磁気ディスク用アルミ基板の製造販売を行っております。

 

　

(3) 梱包資材用帯鋼、機械器具、硬質合金の製造販売（その他事業セグメント）

国内においては、鋼鈑工業㈱が製造販売を行っております。海外では、中国で子会社（上海東洋鋼鈑商貿有限公

司）が、また韓国で子会社（韓国鋼鈑工業㈱）が硬質合金、機械器具等の販売を行い、タイで関連会社（Kanagata

（Thailand）Co.,Ltd.）が硬質合金の製造、販売を行っております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所
有(又は被所
有)割合(％)

関係内容

(親会社)      

東洋製罐グループホールディン
グス㈱ (注)１

東京都品川区 11,094
グループ会社
の経営管理等

(47.6)
役員の兼任関係があります。
経営指導料等を支払っておりま
す。

(連結子会社)      

鋼鈑商事㈱ (注)２ 東京都千代田区 160 鋼板関連事業 100.0

当社の製品を販売しております。
当社から資金の貸付を行っており
ます。
役員の兼任関係があります。

鋼鈑工業㈱ (注)２ 山口県下松市 150
機能材料関連
事業及びその
他事業

100.0
当社の製品を購入し、また当社に
製品を販売しております。
役員の兼任関係があります。

ＫＹテクノロジー㈱ 山口県下松市 90 鋼板関連事業 100.0

当社の製品を購入しております。
当社から資金の貸付を行っており
ます。
役員の兼任関係があります。

TOYO-MEMORY TECHNOLOGY
SDN.BHD.(注)２

マレーシアケダ州
百万リンギット

75
機能材料関連
事業

100.0 役員の兼任関係があります。

(持分法適用関連会社)      
TOSYALI TOYO CELIK ANONIM
SIRKETI(Tosyali Toyo Steel
CO. INC.)

トルコ共和国イス
タンブール市

百万トルコリラ
191

鋼板関連事業 49.0
役員の兼任関係があります。
同社の信用状取引に対し当社が債
務保証を行っております。

 

(注) １. 有価証券報告書を提出しております。

２. 特定子会社であります。

３. 鋼鈑商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 (1)売上高 21,161百万円

 (2)経常利益 120百万円

 (3)当期純利益 60百万円

 (4)純資産額 1,044百万円

 (5)総資産額 6,320百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

鋼板関連事業 1,136

機能材料関連事業 771

その他事業 287

合計 2,194
 

(注) １. 従業員数は就業人員であります。

２. 臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,222 39.5 17.5 7,224,172
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

鋼板関連事業 1,056

機能材料関連事業 163

その他事業 3

合計 1,222
 

(注) １. 従業員数は就業人員であります。

２. 臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

３. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社には、東洋鋼鈑労働組合が組織されており、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しております。同組合

の平成27年３月31日現在の組合員数は681名で今期中特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

（1）業績

   当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の着実な回復を背景に雇用情勢や所得環境の改善が見られまし

たが、個人消費は本格的な持ち直しには至っておらず、全体としては回復に力強さを欠きました。

 鉄鋼業界は、内需が堅調に推移し、円安により輸出競争力が高まったことで企業収益に回復が見られたものの、

依然としてアジアにおける需給緩和や輸入鋼材の増加が続いており、先行き不透明な状況のまま推移しました。

 このような状況下で当社グループは、鋼板関連事業の一部で需要の落ち込みがありましたが、国内外への積極的

な拡販に取り組むとともに、全社的なコスト削減に努めることで収益力の強化を図ってまいりました。

 以上の結果、当連結会計年度の業績は次のとおりとなりました。

 

売上高       　 1,230億５百万円（前期比 1.8％増）

営業利益　　　　　　65億63百万円（前期比 1.7％増）

経常利益　　　　　　72億11百万円（前期比 10.1％増）

当期純利益　　　　　49億77百万円（前期比 8.0％増）

 
セグメントの業績は次のとおりです。

 

① 鋼板関連事業

売上高　　        880億34百万円（前期比　 0.5％減）

営業利益　　       24億12百万円（前期比 28.9％減）

<缶用材料>

 缶用材料は、主力の飲料缶材が缶コーヒーの販売不振の影響を受けて低迷し、そのほかの国内容器向けも販売数

量が減少したため、前期に比べ減収となりました。

<電気・電子部品向け>

 電気・電子部品向けは、車載用電池用途の販売数量が増加したことに加え、民生用電池用途の販売数量が回復し

たことにより、前期に比べ増収となりました。

<自動車・産業機械部品向け>

 自動車・産業機械部品向けは、ベアリングシール用途やガスケット用途などが好調に推移し、前期に比べ増収と

なりました。

<建築・家電向け>

 建築・家電向けは、ユニットバス内装材や建築用外装材の販売数量が増加したものの、冷蔵庫扉材が低迷したこ

とにより、売上高は前期並みとなりました。

 以上の結果、鋼板関連事業全体としては前期に比べ減収、減益となりました。

 
② 機能材料関連事業

売上高　　        284億56百万円（前期比　5.9％増）

営業利益　　       32億33百万円（前期比 38.3％増）

<磁気ディスク用アルミ基板>

 磁気ディスク用アルミ基板は、品質要求の厳しい製品の生産比率が高くなり、歩留まり及び生産性が低下したこ

とで販売数量は減少しましたが、為替の影響により、前期に比べ増収となりました。

<光学用機能フィルム>

 光学用機能フィルムは、堅調な需要により販売数量が増加し、前期に比べ増収となりました。

 以上の結果、機能材料関連事業全体としては前期に比べ増収、増益となりました。
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③ その他事業

売上高　　         91億16百万円（前期比 12.1％増）

営業利益　　       ８億86百万円（前期比 24.4％増）

<梱包資材用帯鋼、機械器具、硬質合金>

　梱包資材用帯鋼は、下期に需要が低迷したことにより、前期に比べ減収となりました。

 機械器具は、コイル結束装置の本体及び部品の販売数量が増加したことなどにより、前期に比べ増収となりまし

た。

 硬質合金は、プラスチック金型の需要が低迷しましたが、射出成形機部品の販売数量が増加したことにより、前

期に比べ増収となりました。

 以上の結果、その他事業全体としては前期に比べ増収、増益となりました。

 

 なお、各セグメントの売上高、営業利益はセグメント間の取引による金額を含んでおります。

 

（2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ36億35百万円減少し、当連結会計年度末には182億２百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は79億47百万円(前期比20.2%減)となりました。これは前連結会計年度末に比べ法人

税等の支払額が増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は103億70百万円(前期比54.5%増)となりました。これは前連結会計年度末に比べ関係

会社株式の取得による支出が増加したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は14億42百万円(前期比69.3%増)となりました。これは前連結会計年度末に比べ配当

金の支払額が増加したこと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

鋼板関連事業 84,209 104.3

機能材料関連事業 27,972 104.2

その他事業 8,910 112.3

合計 121,092 104.8
 

(注) １. 金額は、販売価格によっております。

２. 消費税等は含んでおりません。

 

(2) 受注状況

当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

鋼板関連事業 84,326 96.0 25,794 98.0

機能材料関連事業 28,676 104.7 2,678 114.0

その他事業 8,471 105.2 483 56.3

合計 121,474 98.5 28,956 98.1
 

(注) １. 鋼板関連事業の一部の製品は見込み生産を行っているため、受注高及び受注残高には含んでおりません。

２. 消費税等は含んでおりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

鋼板関連事業 85,702 99.5

機能材料関連事業 28,456 105.9

その他事業 8,846 112.1

合計 123,005 101.8
 

(注) １. セグメント間の取引については相殺消去しております。

２. 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

東洋製罐㈱ 25,924 21.5 23,521 19.1

丸紅メタル㈱ 12,518 10.4 ― 　―
 

３. 消費税等は含んでおりません。

４．当連結会計年度の丸紅メタル㈱につきましては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。
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３ 【対処すべき課題】

今後のわが国経済の見通しについては、景気に回復の動きが見られ、全体として緩やかな成長が続くと見込まれ

ますが、当社グループを取り巻く経営環境は、国内市場の縮小や原材料・エネルギー価格の上昇懸念など、先行き

不透明な状況が続くものと思われます。

　このような状況下、当社グループは３ヶ年の中期経営計画「TK WORKS Beginning」の最終年度を迎えます。中期

経営計画に掲げた既存事業の基盤強化及び成長拡大戦略の諸施策を着実に実行し、グループ企業価値の更なる向上

を目指してまいります。

 

(1) 鋼板関連事業

 ・海外市場への積極的な参入　

　鋼板関連事業は、飲料缶用途を中心とした国内市場の縮小、他素材との競争激化や輸入材の増加等により、

厳しい事業環境が続くことが予想されるなか、海外を含む市場へ競争力のある高付加価値製品を積極的に展開

し、販売数量の確保に取り組むとともにコストダウンを継続的に推し進めることで収益基盤の強化を図りま

す。

・トルコ共和国での製造工場の早期立ち上げに注力

　合弁会社「TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali Toyo Steel CO.INC.）」における冷延鋼板及び

表面処理鋼板製造工場の稼動に向けて、優れた人材の確保、最適な生産設備の導入、生産技術の確立に全力で

取り組み、早期事業化を実現します。

(2) 機能材料関連事業

 ・磁気ディスク用アルミ基板

　磁気ディスク用アルミ基板の需要が引き続き好調に推移することが予想されるなか、多様化する顧客ニーズ

に確実に応えるために、生産プロセスの改善及び設備増強等を推進することで、品質要求の厳格化への対応並

びに生産数量の増加を図ります。

・光学用機能フィルム

　光学用機能フィルムの需要は今後も好調に推移すると予想されるなか、当社固有の技術を生産数量の増加及

び製品の高品質化に活かし、競争優位性の確保を図ります。

(3) その他事業

 ・機械事業

 海外拠点における結束機及び樹脂機械部品の製造によるコストダウンと密接かつスピーディな営業活動によ

る拡販に積極的に取り組むとともに、新製品の開発により事業領域の拡大を推し進め、収益基盤の強化を図り

ます。

(4) 新規事業の創出

 ・体外診断用医薬品（ＤＮＡチップ）の事業化

 ＤＮＡチップに関する薬事対応を着実に進め、早期事業化を実現するとともに、適用範囲の拡大を図るため

の研究開発及び実証試験を推進します。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

 

(1) コンプライアンス違反

当社グループは、コンプライアンス体制の強化を重要な経営課題と認識し、法令等の順守の徹底に努めておりま

す。しかしながら、万一、法令等に抵触する事態が発生した場合、企業の社会的責任を問われることとなり、当社

グループの信用もしくは評価が大きく毀損される懸念があります。

 

(2) 経済状況の変化等

経済状況の変化及び当社グループが販売している製品の需要分野の動向が、当社グループの業績及び財務状況に

大きな影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、各製品市場において競合他社との競争に直面して

おり、その状況次第では当社グループの業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

 

(3) 原材料・エネルギーの価格変動等

原材料及びエネルギーを適正価格で安定的に確保することは、当社グループの安定経営の最重要課題となってお

ります。ホットコイルをはじめとする原材料の価格変動及び需給状況並びにエネルギーの価格変動等が、当社グ

ループの業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

なお、当社グループは原材料価格・エネルギー価格が上昇した場合、製品価格への転嫁に努めておりますが、そ

の達成状況及び進捗の度合いによっては、当社グループの収益性が低下する懸念があります。

 

(4) 為替レートの変動

当社グループの外貨建て取引は主として米ドル建てで行われており、ドル収支は輸出超過であります。為替予約

等を利用したヘッジ取引を実施しておりますが、変動リスクを完全に排除することは困難であり、為替レートの変

動が当社グループの業績及び財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

 

(5) 海外事業展開について

当社グループは、欧米、中国、東南アジア等においてグローバルな事業展開を行っております。当該諸国の経済

状況の変動、予期せぬ法律・規制の変更、政治情勢の悪化等が生じた場合や、訴訟等において不利な判断がなされ

た場合には、事業活動の停止・制約、補償等により、当社グループの業績及び財務状況に好ましくない影響を与え

る懸念があります。

 

(6) 品質クレームの発生

当社グループは厳格な品質管理を行っておりますが、万一、製品に品質上の問題が生じた場合には、客先からク

レームが発生する可能性があります。重大なクレームが生じた場合、当社グループの信頼性が損なわれ、業績及び

財務状況に悪影響を与える懸念があります。

 

(7) 環境規制の強化

当社グループは、事業活動に関連して発生する廃棄物、有害物質等について、国内外の法規制を順守し的確に対

応しております。将来、二酸化炭素の排出規制等、環境規制が強化された場合は、当社グループの事業活動が制約

を受け、業績及び財務状況に影響を及ぼす懸念があります。
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(8) 情報流出・漏洩

当社グループは、社内規程の策定や社員教育等により、個人情報や機密情報等の適切な管理に努めております。

しかし、万一、これらの情報の流出・漏洩が発生した場合には、情報流出・漏洩の対応に多額の費用負担が生じた

り、社会的信用が低下することなどにより、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす懸念があります。

 

(9) 災害及び事故

当社グループの国内各社の生産拠点は山口県下松市に集中しており、風水害、地震、火災等による製造設備の被

災で生産停止や減産になる場合は、当社グループの業績及び財務状況に大きな影響を与える懸念があります。ま

た、事故の防止対策には万全を期しておりますが、重大な設備事故、労働災害等が発生した場合は、事業活動の停

止、制約等により、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす懸念があります。

 

(10)人材確保と育成

当社グループの将来にわたる継続的な成長と発展のためには、優秀な人材の確保と育成が欠かせません。必要と

される人材の採用、育成が計画どおり進まない場合は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える懸念が

あります。

 

(11)知的財産権の侵害

当社グループは、知的財産権に関するリスクを回避するため諸施策を講じておりますが、万一、当社の知的財産

権が侵害された場合や当社が第三者の知的財産権を侵害した場合、訴訟等の状況によっては、当社グループの業績

及び財務状況に悪影響を与える懸念があります。

 

(12)投資有価証券の資産価格の下落

投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等により、保有する有価証券の資産価値が下落し、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす懸念があります。

 

(13)減損会計

当社グループが保有する固定資産について、収益性の低下等により減損損失を認識すべきであると判定した場

合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える懸念があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

当社
株式会社
三井住友銀行

関連会社TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali
Toyo Steel CO.INC.）の借入に関する保証契約

平成27年２月26日

当社
株式会社
国際協力銀行

関連会社TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali
Toyo Steel CO.INC.）の借入に関する保証契約

平成27年２月26日

当社
株式会社
三井住友銀行

関連会社TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali
Toyo Steel CO.INC.）の信用状取引に関する保証契約

平成27年３月４日
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６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発に関しては、技術開発部門が中心となり、各既存事業部門と新規事業開発部門が相互に連

携を取り、環境負荷の少ない社会、高度情報通信社会の実現を目指した開発を進めております。主力製品である缶用

材料をはじめとする各種表面処理鋼板、鋼板の加工品及び薄板などの鋼板関連事業、ハードディスク材料(磁気ディ

スク用アルミ基板) 及び製膜技術を活かした光学用機能フィルムの機能材料関連事業、硬質合金及び機械設備などの

その他事業の各分野において、顧客と社会のニーズに対応した新素材や新材料の開発を進めております。

 当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は19億32百万円であり、各セグメントにおける研究目的、

研究成果並びに研究開発費は、次のとおりであります。

 

① 鋼板関連事業

鋼板関連の研究開発は、循環型社会に対応し環境保全に配慮した材料及び技術の開発、コストダウンのための技

術開発、並びに自社技術の強みを意識した高機能材料の開発に重点を置いて進めました。

 缶用材料分野では、環境負荷の少ない缶用材料の研究開発に進展が見られました。

 電気・電子部品向け表面処理鋼板分野では、電池用材料において、顧客ニーズに対応した製品開発が進展しまし

た。

 また、主に建築・家電用途に使用される樹脂化粧鋼板においては、環境負荷低減及び高意匠性を付加した商品の

迅速な開発のために、試作に要する時間を短縮するシステム開発に着手しました。

 当連結会計年度における鋼板関連事業の研究開発費は14億24百万円であります。

 

② 機能材料関連事業

ハードディスク材料及び光学用機能フィルムの分野においては、適用する製品の高性能化に対応するための材料

及び技術開発に重点を置きました。

 ハードディスク材料については、ハードディスク装置の大容量化に対応したアルミ基板の技術開発を進め、高品

質化する顧客の要求に対応するための生産技術が進展しました。

 光学用機能フィルムについては、顧客ニーズに応える材料の開発と生産性向上のためのプロセス開発を進め、品

質と高機能性を備えたフィルムの高生産性技術に進展が見られました。

 当連結会計年度における機能材料関連事業の研究開発費は４億91百万円であります。

 

③ その他事業

硬質合金については、耐摩耗性・耐食性が高い特徴を活かした分野への適用拡大に関する研究を進め、顧客ニー

ズに沿った開発を推進しました。

 当連結会計年度におけるその他事業の研究開発費は16百万円であります。

 
④ 新規事業

新規事業にかかわる研究ではＤＮＡチップの事業化に向けて，医療診断用のＤＮＡチップの開発に注力しまし

た。産学官の連携を強化し、事業化に向けた研究開発が進展しました。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている

部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。これらの見積りについては、継続して評価

し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらとは異なる

場合があります。

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連

結財務諸表 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

 

(2) 財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末に比べ43億51百万円増加して、1,340億41百万円となりました。このうち流動資産

は、たな卸資産が増加したものの、現金及び預金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ19億41百万円

減少しました。固定資産は、投資有価証券が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ62億93百万円増加し

ました。

 負債は、仕入債務の減少等により、前連結会計年度末に比べ10億99百万円減少して445億78百万円となりまし

た。

 純資産は、前連結会計年度末に比べ54億51百万円増加して894億62百万円となりました。これは利益剰余金が増

加したこと等によるものであります。

 

(3) 経営成績の分析

「１ 業績等の概要」に記載のとおり、連結売上高は1,230億５百万円（前期比21億30百万円増加）となりまし

た。鋼板関連事業の一部で需要の落ち込みがありましたが、国内外への積極的な拡販に取り組むとともに全社的な

コスト削減に努めたことで、連結営業利益65億63百万円（前期比１億９百万円増加）、連結経常利益は72億11百万

円（前期比６億60百万円増加）となりました。

特別利益として固定資産売却益１億24百万円、特別損失として固定資産売却損47百万円を計上しました。

以上の結果、連結当期純利益は49億77百万円（前期比３億70百万円増加）となりました。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「３ 対処すべき課題」、「４ 事業等のリスク」に記載してお

ります。
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(5) 経営戦略の現状と見通し

当社グループは2013年度から2015年度までの３ヶ年のグループ中期経営計画「TK WORKS Beginning」を策定し、

経営理念、行動指針、ビジョンの実現を通して、有益な存在であり続けることを目指しております。

 

①中期経営計画の基本方針

・既存事業の再構築と収益性改善により経営基盤を強化し、グローバル市場への積極的参入と新規事業の創出とい

う２つの成長戦略を展開します。

・東洋製罐グループ企業として、当社独自の技術をグループ企業の顧客へ展開するなど更に連携を深め、新たな

マーケットの創造を図ります。

・リスクマネジメントを徹底し、グローバル社会の変化に追従できる企業体を目指します。

・グローバル社会で活躍できる人材を体系的に育成します。

 

②中期経営計画３ヶ年の基本目標

   実績 計画

   2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2015年度

 売上高 （億円） 1,208 1,230 1,195 1,224 1,230

 営業利益 （億円） 64 65 50 60 70

 経常利益 （億円） 65 72 51 60 70

 当期純利益 （億円） 46 49 36 38 44

 売上高
（％） 5 5 4 5 6

 営業利益率
 

 

(6) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ36億35百万円減少し、当

連結会計年度末には182億２百万円となりました。各キャッシュ・フローの詳細については、「１ 業績等の概要 

(2)キャッシュ・フロー」に記載しております。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針については、この文中に記載したほか、「３ 対処すべき課題」、「４ 事業等の

リスク」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資は、

  (1) 需要の多様化への対応並びに増産のための設備の増強

 (2) 競争力の維持向上のための品質の向上、原価の低減、省力

 (3) 新素材の事業化並びに研究開発

等を目的として、当連結会計年度においては鋼板関連事業で30億円、機能材料関連事業で28億円、その他事業で２億

円、全体では61億円の投資を実施しました。（消費税等は含んでおりません。）

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりであります。

 

(1) 提出会社

平成27年３月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメントの名

称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置及

び運搬具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

本社

(東京都千代田区

他)

鋼板関連事業、

機能材料関連事

業及びその他事

業

事務所等 788 26
5,987

(26,746)
4 72 6,880 134

大阪支店

(大阪市中央区)

他国内４営業所

鋼板関連事業、

機能材料関連事

業

事務所等 77 ―
34

(726)
― 12 124 18

下松事業所

(山口県下松市他)

鋼板関連事業、

機能材料関連事

業及びその他事

業

鋼板製造設備、

磁気ディスク用

基板、フィルム

生産設備

12,929 15,618
6,328

(793,262)
38 750 35,665 986

技術研究所

(山口県下松市)

鋼板関連事業、

機能材料関連事

業及びその他事

業

研究開発設備 330 427
0

(7,552)
― 145 903 84

 

(注) １. 「その他」は工具器具及び備品であります。

２. 福利厚生施設を含めて記載しております。

３. 消費税等は含んでおりません。
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(2) 国内子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬

具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

鋼鈑商事㈱

本社他

(東京都千代

田区他)

鋼板関連事業 事務所等 1 3
0

(―)
― 2 7 27

鋼鈑工業㈱

本社他

(山口県下松

市他)

機能材料関連

事業及びその

他事業

梱包用資材

製造設備、

硬質合金製

造設備等

550 1,080
―

(―)
8 89 1,729 596

ＫＹテクノロ

ジー㈱

本社他

(山口県下松

市他)

鋼板関連事業
鋼板加工品

製造設備等
― 75

1

(491)
― 14 91 53

 

(注) １. 「その他」は工具器具及び備品であります。

２. 福利厚生施設を含めて記載しております。

３. 消費税等は含んでおりません。

 

(3) 在外子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬

具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

TOYO-MEMORY

TECHNOLOGY

SDN.BHD.

本社他

(マレーシア

ケダ州)

機能材料関連

事業

磁気ディス

ク用基板製

造設備

1,228 692
374

(91,000)
― 143 2,438 296

 

(注) １. TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.の「土地」は定期借地権であり、無形固定資産に計上しております。

２. 「その他」は工具器具及び備品であります。

３. 福利厚生施設を含めて記載しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在、当社グループ(当社及び連結子会社)における重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計

画は以下のとおりであります。

　拡充

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

当社
下松事業所

山口県
下松市

機能材料
関連事業

磁気ディスク
用アルミ基板
製造設備

1,500 ― 自己資金 平成27年４月 平成28年３月

 

（注）消費税等は含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式                            403,200,000

計                            403,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成27年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成27年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 100,800,000 100,800,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 100,800,000 100,800,000 ― ―
 

　(注)平成26年12月16日開催の取締役会決議により、平成27年３月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更い

たしました。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
  (千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

昭和39年７月25日 28,800 100,800 1,440 5,040 6 6
 

 

(6) 【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 31 22 33 140 2 2,543 2,771 ─

所有株式数
(単元)

― 180,400 6,678 539,762 192,274 11 88,806 1,007,931 6,900

所有株式数
の割合(％)

― 17.9 0.7 53.6 19.1 0.0 8.8 100 ―
 

(注) 自己株式53,900株は、「個人その他」に539単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

東洋製罐グループホールディングス株
式会社

東京都品川区東五反田２丁目18－１ 47,885 47.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,728 3.70

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 2,980 2.96

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL
（常任代理人 シティバンク銀行株式
会社）

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF, LONDON E14 5LB
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

2,189 2.17

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO
（常任代理人 シティバンク銀行株式
会社）

388 GREENWICH STREET,NY,NY 10013,USA
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

2,071 2.05

公益財団法人東洋食品研究所 兵庫県川西市南花屋敷４丁目23－２ 2,055 2.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,002 1.99

株式会社淀川製鋼所 大阪府大阪市中央区南本町４丁目１番１号 1,429 1.42

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２番36号 1,316 1.31

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 1,200 1.19

計 ― 66,857 66.33
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      53,900

― 単元株式数100株

(相互保有株式)
普通株式     110,000

― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,629,200 1,006,292 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式       6,900 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数           100,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,006,292 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
 東洋鋼鈑株式会社

東京都千代田区四番町２番
地12

53,900 ― 53,900 0.05

(相互保有株式)
 下松運輸株式会社

山口県下松市東豊井1302-
107

110,000 ― 110,000 0.11

計 ― 163,900 ― 163,900 0.16
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

  【株式の種類等】  

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,204 1,838,926

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 53,900 ― 53,900 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、利益配分については、将来の事業展開に備え経営体質の強化を図るとともに、業績及び配当性向等を

勘案し、継続的かつ安定的に配当を実施していくことを基本方針とし、また、連結配当性向20～40％を基準とし

ており、中間配当と期末配当の年２回の配当を実施しております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配

当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

 当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めてお

ります。

 上記の基本方針を踏まえ、当事業年度の配当については、１株当たり年10円の配当（うち中間配当５円00銭）

を実施することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は23.4％（連結配当性向は20.2％）となりま

した。

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

 決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

 
平成26年10月29日
取締役会決議

503百万円 ５円00銭

 
平成27年６月24日
定時株主総会決議

503百万円 ５円00銭

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 581 470 342 530 658

最低(円) 331 248 177 275 472
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高(円) 629 658 650 641 617 598

最低(円) 507 605 600 595 545 527
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性11名　女性０名（役員のうち女性の比率 ―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

取締役会長  田  中  厚  夫 昭和21年９月10日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ 94

平成10年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役下松工場長

平成16年６月 当社専務取締役企画・経理・総務・商品

開発部門管掌

平成17年６月 当社代表取締役社長

平成26年６月 当社取締役会長　現在に至る

代表取締役
社長

 隅 田 博 彦 昭和31年８月21日生

平成３年２月 三菱商事株式会社入社

(注)３ 12

平成15年１月 同社生活産業グループＩＴ戦略ユニット

マネージャー

平成20年４月 同社生活産業グループＣＩＯ

平成23年２月 当社入社

平成23年４月 当社執行役員社長室担当兼社長室長

平成24年４月 当社執行役員経営企画担当兼事業開発部

長

平成24年６月 当社取締役執行役員経営企画担当兼事業

開発部長

平成25年４月 当社取締役執行役員経営企画担当

平成26年６月 当社代表取締役社長　現在に至る

取締役

専務執行役員
鋼板事業管掌
兼化成品事業
管掌

吉 武 潤 一 郎 昭和28年２月８日生

昭和50年４月 当社入社

(注)３ 26

平成11年６月 当社本社販売第２部長

平成13年10月 当社本社薄板部長

平成15年６月 当社大阪支店長

平成16年６月 当社取締役大阪支店長

平成18年４月 当社取締役執行役員鋼板営業本部資材部

長

平成18年６月 当社執行役員鋼板営業本部資材部長

平成21年４月 当社常務執行役員鋼板営業本部資材部長

兼ＳＣＭ部長

平成22年４月 当社常務執行役員営業管理担当兼資材・

ＳＣＭ部長

平成22年６月 当社取締役常務執行役員営業管理担当兼

資材・ＳＣＭ部長

平成23年４月 当社取締役常務執行役員営業管理担当

平成24年１月 当社取締役常務執行役員営業管理・缶材

事業担当

平成25年４月 当社取締役専務執行役員鋼板事業管掌 

平成27年４月 当社取締役専務執行役員鋼板事業管掌兼

化成品事業管掌　現在に至る
  

取締役
専務執行役員
経営企画管掌
兼管理管掌

宮  地  正  文 昭和29年２月６日生

昭和51年４月 当社入社

(注)３ 88

平成９年６月 当社本社営業管理部長

平成13年６月 当社本社販売第１部長

平成13年10月 当社本社缶材部長

平成18年４月 当社執行役員鋼板営業本部鋼板営業部長

平成19年４月 当社執行役員社長室長

平成22年４月 当社常務執行役員海外事業担当

平成22年６月 当社取締役常務執行役員海外事業担当

平成23年９月 当社取締役常務執行役員海外事業担当兼

海外事業部長

平成24年４月 当社取締役常務執行役員財務・総務・人

事担当

平成25年４月 当社取締役常務執行役員管理担当

平成26年４月 当社取締役常務執行役員ＣＳＲ・リスク

マネジメント事務局担当兼管理担当

平成26年６月 当社取締役常務執行役員経営企画担当兼

ＣＳＲ・リスクマネジメント事務局担当

兼管理担当

平成27年４月 当社取締役専務執行役員　経営企画管掌

兼管理管掌 現在に至る
 

EDINET提出書類

東洋鋼鈑株式会社(E01249)

有価証券報告書

 27/101



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

取締役  林   芳 郎 昭和23年７月２日生

昭和49年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

(注)３ ―

平成15年６月 トヨタ自動車株式会社常勤監査役

平成18年６月 パナソニックＥＶエナジー株式会社代表

取締役社長

平成22年６月 プライムアースＥＶエナジー株式会社代

表取締役社長

平成26年６月 同社非常勤顧問　現在に至る

 豊田合成株式会社社外監査役　現在に至

る

 当社取締役 現在に至る

平成27年６月 株式会社東京精密社外監査役 現在に至

る

取締役  染 谷   良 昭和23年６月３日生

昭和46年４月 住友金属工業株式会社入社

(注)３ ―

平成14年４月 同社常務執行役員

平成18年４月 中央電気工業株式会社顧問

平成18年６月 同社代表取締役社長

平成25年６月 同社取締役相談役

平成26年６月 同社相談役 現在に至る

 当社監査役

平成27年６月 当社取締役　現在に至る

取締役  大 塚　一 男 昭和34年11月24日生

昭和58年４月 東洋製罐株式会社入社

(注)３ ―

平成17年６月 同社広島工場長

平成18年６月 Asia Packaging Industries(vietnam)

Co., Ltd. 副社長

平成19年６月 東洋製罐株式会社生産本部生産技術部長

平成21年６月 同社生産本部品質保証部長

平成23年６月 同社海外事業本部海外事業部長

平成24年４月 Next Can Innovation Co., Ltd. 取締役

社長

平成25年４月 東洋製罐株式会社執行役員　Next Can

Innovation Co., Ltd.　経営担当

平成26年４月 東洋製罐グループホールディングス株式

会社執行役員　事業企画・ＣＳＲ担当及

び経営企画部長兼海外事業企画部長

平成26年６月 同社執行役員　事業企画・ＣＳＲ担当及

び経営企画部長

平成27年４月 同社常務執行役員　経営戦略担当及びＩ

Ｒ担当、経営企画部長

平成27年５月 同社常務執行役員　経営戦略担当及びＩ

Ｒ担当　現在に至る

平成27年６月 当社取締役　現在に至る

常勤監査役  浪 岡 貞 之 昭和29年９月26日生

昭和52年４月 当社入社

(注)５ 11

平成19年４月 当社経営企画本部経営企画部長

平成22年４月 当社参与経営企画担当

平成23年４月 当社執行役員経営企画担当兼経営企画部

長

平成24年４月 当社執行役員経営企画部長兼情報システ

ム担当

平成24年６月 当社執行役員情報システム担当兼経営企

画部長

平成27年４月 当社執行役員経営企画担当

平成27年６月 当社監査役 現在に至る

監査役  宮  本  光  晴 昭和23年７月28日生

昭和57年４月 専修大学経済学部助教授

(注)４ 10昭和63年４月 専修大学経済学部教授  現在に至る

平成20年６月 当社監査役  現在に至る

監査役  大  川  邦  夫 昭和30年12月29日生

昭和53年４月 東洋製罐株式会社入社

(注)４ 8

平成16年６月 同社管理本部経理部長

平成20年６月 同社常勤監査役

 当社監査役 現在に至る

平成25年４月 東洋製罐グループホールディングス株式

会社常勤監査役　現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

監査役  冲 中　一 郎 昭和22年１月28日生

昭和46年４月 新日本製鐵株式会社入社

(注)５ ―

平成11年７月 新日鉄情報通信システム株式会社取締役

平成13年４月 新日鉄ソリューションズ株式会社常務取

締役

平成15年６月 日鉄日立システムエンジニアリング株式

会社常務取締役

平成16年６月 株式会社日本システムディベロップメン

ト専務取締役

平成18年４月 同社代表取締役社長

平成21年４月 同社代表取締役会長

平成22年４月 同社取締役会長

平成23年４月 特定非営利活動法人ＪＡＳＩＰＡ特別顧

問　現在に至る

平成27年６月 当社監査役 現在に至る

計  251
 

(注) １. 取締役林　芳郎、染谷　良及び大塚一男は、社外取締役であります。

２. 監査役宮本光晴、大川邦夫及び冲中一郎は、社外監査役であります。

３. 平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４. 平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５. 平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

  氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

  

大楽　高嗣 昭和34年１月６日生

昭和57年４月 当社入社

5

  平成17年６月 当社本社秘書室長

  平成19年６月 当社管理本部管理部長

  平成22年４月 湖南東洋利徳材料科技有限公司　副総経理

  平成24年４月 当社総務部長

  平成26年６月 当社管理担当兼総務部長

  
平成27年４月 当社執行役員　管理担当兼総務部長　現在

に至る

  平成27年６月 当社補欠監査役　現在に至る
 

 

（執行役員の状況）

当社は、取締役による経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を明確にし、経営環境の変化に対して迅速な対

応を行うために執行役員制度を採用しております。取締役を兼務していない執行役員は次のとおりであります。

氏名 担当

坂 本 信 夫  専務執行役員
TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI(Tosyali Toyo Steel CO. INC.)取締役

副社長

田 辺 敏 幸  執行役員 鋼板事業部長

藤 井 孝 司  執行役員 下松事業所長

森 賀 俊 典  執行役員 電子材料事業部長兼技術開発担当兼事業推進室長兼技術研究所長

長 谷 川   浩  執行役員 生産統括担当兼生産担当

塩 道 行 正  執行役員 エンジニアリング担当兼エンジニアリング部長

大　楽　高　嗣  執行役員 管理担当兼総務部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 提出会社の企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置しております。

　取締役会による的確な意思決定を行うことができると同時に、監査役の監視機能が働く監査役設置会社が最適

であると判断しており、現状のガバナンス体制を選択しております。

 なお、当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の明確化を図ることを目的として、執行役員制度を

導入しております。また、取締役及び執行役員等で構成される運営会議において、取締役会における決定事項の

ほか、当社及び当社子会社の経営方針及び経営戦略に係る重要事項を協議しております。

 

・内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備の状況、子会社の業務の適正を確保するための体制整備

の状況

当社は、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を取締役会において定め、本方針に基づき内部統制シ

ステムを整備し、運用しております。本方針の内容の概要は以下のとおりです。

1)．当社及び当社子会社における取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

a.企業行動規準の制定

当社は、コンプライアンスを経営の重要課題ととらえ当社グループ企業行動規準を定め、当社及び当社子会

社の取締役、執行役員及び従業員等（以下、「役員・従業員等」という。）が法令及び定款並びに企業倫理を

順守した行動をとるための指針としている。

b.コンプライアンス委員会の活動

当社は、コンプライアンスの統括と推進を図るため、コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンス

意識を高めるための教育、啓発活動の立案、情報の収集、発信等を行う。また、当社子会社におけるコンプラ

イアンスの推進を図るため、当社子会社が行うコンプライアンス意識を高めるための教育、啓発活動の立案、

情報の収集、発信等を支援する。

c.コンプライアンス相談窓口の設置、運営

当社は、社内にコンプライアンス相談窓口を設置、運営するとともに、社外に当社及び当社子会社の役員・

従業員等が利用できるコンプライアンス相談窓口を設置、運営し、公益通報者保護法及び当社内部通報取扱規

程に基づき、問題の早期発見、適切な解決を図る。また、当社子会社の社内コンプライアンス相談窓口の設

置、運営に関して、当社における体制と同様の体制構築の支援を行う。

d.専門部署の設置

当社は、コンプライアンスに関する事項の担当部署を明確にし、上記に関する事項を統括する。また、内部

監査部門は当社業務内部監査規程に基づき内部監査計画を立案し、当社及び当社子会社の活動状況につき法令

及び定款への適合に関する内部監査を実施する。　

e.反社会的勢力による被害の防止

当社及び当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず毅然と

した態度で臨み、不当要求は断固として拒絶し反社会的勢力による被害の防止に努める。　

2)．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令及び当社文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を保存期間中適切かつ検索可能性

が高い状態で文書又は電磁的媒体に記録、保存し、管理等を行う。　
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3)．当社及び当社子会社における損失の危機の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社及び当社子会社の業務執行に係る重要なリスクについて次のとおり認識し、対応する。社長は、

全社のリスクに関する統括責任者として執行役員を任命するとともに、リスク管理委員会を設置し、認識してい

るリスクその他予見されるリスクの識別、分析、評価を実施する。

a.コンプライアンス上のリスク

b.生産・設備・品質上のリスク

c.販売上のリスク

d.安全・衛生・防災上のリスク

e.環境上のリスク

f.情報管理上のリスク

なお、リスク管理委員会は上記のほか当社及び当社子会社のリスクを体系的に把握し、ガイドラインを作成す

る。内部監査部門は全社の各部署のリスク管理状況を監査する。

4)．当社及び当社子会社における取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.執行役員制度の採用

当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の明確化を図ることを目的として、執行役員制度を導入

している。業務執行機能を執行役員に委譲することで、経営環境の変化に対して迅速な対応を行う。

b.取締役会

当社は、取締役会において、法令、定款に定める事項のほか経営全般に関する重要事項を決定し、業務執行

状況を監督する。

c.運営会議

当社は、取締役及び執行役員等で構成される運営会議において、取締役会における決定事項のほか、当社及

び当社子会社の経営方針及び経営戦略に係る重要事項を協議する。　

d.事業部長、部門担当

当社は、各事業と各部門の執行責任を明確にするため、事業部長、部門担当を置く。各事業、各部門におい

ては、職制規程等に従い業務執行にあたる。　

5)．その他当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

a.親会社との連携

当社は、コンプライアンス、リスク管理に関する事項等について、親会社と情報を共有し、連携して業務の

適正を確保するための活動を行っている。　

親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を実施する

にあたっては、法令その他の社会規範に照らし適正に決定する。

また、親会社の内部監査部門による内部監査を受入れ、その報告を受ける。

b.子会社の業務の適正を確保するための体制

ⅰ.事業運営に関する事項

当社グループ会社経営管理規程に基づき、当社子会社の経営管理及び経営支援を行い、同規程に基づき当社

子会社から定期的に業績の状況その他の経営情報等の報告を受ける。また、重要な案件については、当該案件

の当社担当部署と各子会社が事前に協議を行い、所定の手続きを経て決定する。　

ⅱ.内部監査の実施

当社内部監査部門は、各子会社における業務の適正を確保するための体制に関する内部監査を実施し、その

結果を取締役会にて報告する。

c.財務報告に係る内部統制

当社は、金融商品取引法及びその他の法令に基づき、当社及び当社子会社における財務報告の適正性を確保

するために必要かつ適切な内部管理体制を整備し、運用する。　
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6)．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制並びに当該使用人の取締役からの独立性及び監査役による当該

使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役の職務を補助すべき従業員を置き、必要な員数は監査役との協議により決定する。当該従業員

の人事異動、懲戒処分は監査役会の同意を得て実施し、監査業務に必要な職務についての当該使用人に対する指

揮命令は監査役が行う。　

7)．当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制

当社及び当社子会社の役員・従業員等は、法令に定める事項のほか、次の事項につき当社の監査役に報告す

る。

a.当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

b.経営、事業の遂行、財務の状況として重要な事項

c.内部統制システムの構築及び運用状況

d.コンプライアンス上の問題に関する事項

当社は、監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の役員・従業員等が、当該報告をしたことを理由に不利な

取扱いを受けないことを確保するための体制を整備する。

8)．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、社長、内部監査部門及び会計監査人と定期的に意見交換を行い、監査業務の充実を図る。また、監

査役は当社の内部統制の体制の整備及び運用に問題があると認めるときは、取締役会に意見を述べるとともに、

改善策の策定を求めることができる。

当社は、監査役の職務執行について生じる費用については、監査役の意見を踏まえ、当該監査役の職務執行に

必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理する。

 

② 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

内部監査の組織は、社長の直轄である監査室がこれにあたり、内部監査を実施します。内部監査の人員は４名

で構成され、内部監査の手続きは、業務内部監査規程に定めており、本規程に従い内部監査にあたります。

監査役監査の組織、人員は常勤監査役１名、社外監査役３名で構成されており、監査役の職務を補助すべき従

業員を置き、必要な員数は監査役との協議により決定し、監査機能に支障が出ないよう配慮しております。社外

監査役のうち１名は、長年親会社の経理業務を経験しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。監査役監査の手続きは、監査役監査基準に定めており、本監査基準に従い監査役監査にあたります。

・内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

監査役は、監査室から内部監査の結果等について適宜報告を受け、また、会計監査人とは監査の実施状況など

について適宜確認しております。このほか、監査役は、社長、監査室及び会計監査人と定期的に意見交換を行

い、監査業務の充実を図っております。

監査室、監査役及び会計監査人は、内部監査又は監査等をとおして内部統制部門から適宜情報の提供を受ける

ことなどにより連携しております。

 

③ 社外取締役及び社外監査役

・員数及び当社との関係

社外取締役は３名、社外監査役は３名であります。

社外取締役のうち１名（大塚一男氏）は、親会社である東洋製罐グループホールディングス株式会社の常務執

行役員であります。社外監査役のうち１名（大川邦夫氏）は、同社の常勤監査役であり、また、東洋製罐株式会

社の監査役であります。東洋製罐グループと当社の取引関係については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸

表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 関連当事者情報」に記載のとおりであります。

社外取締役２名（林　芳郎氏、染谷　良氏）及び社外監査役２名（宮本光晴氏、冲中一郎氏）と当社との間に

は、人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません。なお、当社は、上記４氏につい

て、一般株主と利益相反の生じる恐れがなく高い独立性を有していると判断し、東京証券取引所の定める独立役

員に指定し、届け出ております。
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・当社の企業統治において果たす機能及び役割、会社からの独立性に関する基準又は方針の内容、選任状況に関す

る考え方

社外取締役は、他社における経営に関する豊富な経験と高い見識に基づき、当社の経営の監督と経営全般につ

いての助言を行っております。社外監査役は、各々の専門性、知見及び経験等に基づき、経営を監査する機能を

果たしております。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりま

せんが、社外取締役及び社外監査役を選任するにあたっては、東京証券取引所の上場管理等に関するガイドライ

ンにおいて定められている、独立役員の独立性に関する基準等を参考にしております。

当社は、様々な経歴、専門性及び経験等を有した社外取締役及び社外監査役を選任しており、これにより経営

の監査、監督機能を果たしているものと考えております。

 
・社外役員による監督又は監査と内部監査、監査役監査、会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

社外取締役は、取締役会において、内部監査部門から内部監査計画及び内部監査活動状況の報告を、常勤監査

役から監査方針及び監査計画並びに監査活動状況の報告を、また内部統制部門からリスク管理活動に関する事項

のほか適宜報告を受けております。

社外監査役は、取締役会及び監査役会において、内部監査部門から内部監査計画及び内部監査活動状況の報告

を、常勤監査役から監査方針及び監査計画並びに監査活動状況の報告を、会計監査人から監査内容の報告を受

け、また、内部統制部門からリスク管理活動に関する事項のほか適宜報告を受けております。

社外取締役及び社外監査役は、これらの報告を受け、適宜意見を述べております。

 

④ 会計監査の状況

会計監査業務を行った公認会計士の氏名及び所属する監査法人

吉澤秀雄(監査法人双研社)

渡辺 篤(監査法人双研社)

継続関与年数については、両名とも７年以内であるため記載を省略しております。また、公認会計士９名及び

その他２名が補助者として会計監査業務に関わっております。

 

⑤ 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役林　芳郎氏、社外取締役染谷　良氏、社外監査役宮本光晴氏及び社外監査役冲中一郎氏は、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は1,000万円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。

 

⑥ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

⑦ 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその決議は累積投票によらないものとする旨定款に定めて

おります。

 

⑧ 自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

 

⑨ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配

当を行うことができる旨定款に定めております。
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⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

    （内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制）

 

⑪ 役員報酬等

1)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額 報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数
（人）（百万円） 基本報酬 賞与

取締役
（社外取締役を除く。）

163 137 26 5

監査役
（社外監査役を除く。）

21 17 4 1

社外役員 17 14 3 3
 

 
2)役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の報酬等については、平成18年６月28日開催の第109期定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年

額300百万円以内、監査役の報酬限度額は年額60百万円以内と決議しております。

取締役の報酬等は報酬と賞与から構成され、報酬は取締役の社内、社外別に役職に応じ、決定しておりま

す。賞与については、業績を反映した連結営業利益率を基に算定、決定しております。

監査役の報酬等は報酬と賞与から構成され、それぞれ監査役の協議によって決定しております。
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⑫ 株式の保有状況

1) 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数 36 銘柄

貸借対照表計上額の合計額 3,985 百万円
 

　
2) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

㈱三井住友フィナンシャルグループ 324,400 1,430 取引関係の維持・拡張等

㈱淀川製鋼所 1,190,000 508 取引関係の維持・拡張等

新日鐵住金㈱ 1,310,000 369 取引関係の維持・拡張等

中国電力㈱ 200,000 287 取引関係の維持・拡張等

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,089,000 222 取引関係の維持・拡張等

大日本印刷㈱ 216,639 214 取引関係の維持・拡張等

㈱山口フィナンシャルグループ 200,000 186 取引関係の維持・拡張等

キリンホールディングス㈱ 58,000 82 取引関係の維持・拡張等

ホッカンホールディングス㈱ 200,000 57 取引関係の維持・拡張等

パナソニック㈱ 34,025 39 取引関係の維持・拡張等

住友商事㈱ 27,900 36 取引関係の維持・拡張等

日鉄住金物産㈱ 110,000 36 取引関係の維持・拡張等

丸紅㈱ 36,075 24 取引関係の維持・拡張等

三国商事㈱ 195,000 17 取引関係の維持・拡張等

三菱電機㈱ 15,000 17 取引関係の維持・拡張等

日精樹脂工業㈱ 17,000 10 取引関係の維持・拡張等

トーソー㈱ 16,900 8 取引関係の維持・拡張等

凸版印刷㈱ 10,000 7 取引関係の維持・拡張等

㈱伊藤園 2,800 6 取引関係の維持・拡張等

㈱ティラド 13,000 3 取引関係の維持・拡張等

リックス㈱ 2,400 2 取引関係の維持・拡張等

㈱伊藤園（第１種優先株式） 840 1 取引関係の維持・拡張等

㈱ＣＫサンエツ 1,000 1 取引関係の維持・拡張等
 

　
みなし保有株式

銘柄
議決権行使権限の

対象となる株式数(株)
時価（百万円）

議決権行使
権限等の内容

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 2,775,000 1,293 議決権行使に係る指図権限

㈱山口フィナンシャルグループ 1,100,000 1,023 議決権行使に係る指図権限

㈱三井住友フィナンシャルグループ 202,000 890 議決権行使に係る指図権限

㈱大和証券グループ本社 400,000 359 議決権行使に係る指図権限
 

（注） 特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

㈱三井住友フィナンシャルグループ 324,400 1,492 取引関係の維持・拡張等

㈱淀川製鋼所 1,190,000 566 取引関係の維持・拡張等

新日鐵住金㈱ 1,310,000 396 取引関係の維持・拡張等

中国電力㈱ 200,000 313 取引関係の維持・拡張等

㈱山口フィナンシャルグループ 200,000 276 取引関係の維持・拡張等

大日本印刷㈱ 216,639 253 取引関係の維持・拡張等

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,089,000 229 取引関係の維持・拡張等

キリンホールディングス㈱ 58,000 91 取引関係の維持・拡張等

ホッカンホールディングス㈱ 200,000 55 取引関係の維持・拡張等

パナソニック㈱ 34,025 53 取引関係の維持・拡張等

日鉄住金物産㈱ 110,000 45 取引関係の維持・拡張等

住友商事㈱ 27,900 35 取引関係の維持・拡張等

丸紅㈱ 36,075 25 取引関係の維持・拡張等

日精樹脂工業㈱ 17,000 22 取引関係の維持・拡張等

三菱電機㈱ 15,000 21 取引関係の維持・拡張等

三国商事㈱ 195,000 17 取引関係の維持・拡張等

凸版印刷㈱ 10,000 9 取引関係の維持・拡張等

トーソー㈱ 16,900 8 取引関係の維持・拡張等

㈱伊藤園 2,800 7 取引関係の維持・拡張等

㈱ティラド 13,000 3 取引関係の維持・拡張等

リックス㈱ 2,400 2 取引関係の維持・拡張等

㈱伊藤園（第１種優先株式） 840 1 取引関係の維持・拡張等

㈱ＣＫサンエツ 1,000 1 取引関係の維持・拡張等
 

 

みなし保有株式

銘柄
議決権行使権限の

対象となる株式数(株)
時価（百万円）

議決権行使
権限等の内容

㈱山口フィナンシャルグループ 1,100,000 1,521 議決権行使に係る指図権限

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 2,775,000 1,375 議決権行使に係る指図権限

㈱三井住友フィナンシャルグループ 202,000 929 議決権行使に係る指図権限

㈱大和証券グループ本社 400,000 378 議決権行使に係る指図権限
 

（注） 特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

 

3) 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 35 ― 38 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 35 ― 38 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

監査報酬の決定方針は特に定めておりませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１. 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、監査法

人双研社による監査を受けております。

 

３. 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、また、同機構他が行う研修へ参加し、継続的な情報収集活動を行うことで、会計基準等の

内容を適切に把握し、その変更等について的確に対応できる体制を整備しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 22,838 18,202

  受取手形及び売掛金 23,337 23,550

  商品及び製品 11,649 12,833

  仕掛品 4,563 4,524

  原材料及び貯蔵品 7,626 8,188

  繰延税金資産 1,765 1,733

  その他 2,619 3,272

  貸倒引当金 △411 △259

  流動資産合計 73,988 72,046

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 16,444 15,878

   機械装置及び運搬具（純額） 16,024 17,905

   土地 11,827 11,800

   リース資産（純額） 67 51

   建設仮勘定 1,696 666

   その他（純額） 1,405 1,231

   有形固定資産合計 ※1  47,467 ※1  47,533

  無形固定資産 624 660

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※2  4,374 ※2  9,608

   長期貸付金 150 110

   繰延税金資産 330 298

   退職給付に係る資産 228 473

   その他 ※2  2,537 ※2  3,320

   貸倒引当金 △11 △10

   投資その他の資産合計 7,610 13,801

  固定資産合計 55,702 61,995

 資産合計 129,690 134,041
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 12,333 11,429

  短期借入金 16,184 11,715

  リース債務 34 23

  未払法人税等 1,893 1,318

  役員賞与引当金 60 58

  その他 5,378 6,645

  流動負債合計 35,884 31,189

 固定負債   

  社債 5,000 5,000

  長期借入金 - ※4  4,200

  リース債務 37 31

  繰延税金負債 1,910 2,024

  役員退職慰労引当金 41 37

  PCB対策引当金 212 79

  退職給付に係る負債 2,551 1,976

  その他 40 40

  固定負債合計 9,794 13,389

 負債合計 45,678 44,578

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,040 5,040

  資本剰余金 6 6

  利益剰余金 78,788 82,091

  自己株式 △21 △23

  株主資本合計 83,813 87,114

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 849 1,137

  繰延ヘッジ損益 - △69

  為替換算調整勘定 △438 424

  退職給付に係る調整累計額 △213 855

  その他の包括利益累計額合計 197 2,347

 純資産合計 84,011 89,462

負債純資産合計 129,690 134,041
 

 

 

 

EDINET提出書類

東洋鋼鈑株式会社(E01249)

有価証券報告書

 40/101



② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 120,875 123,005

売上原価 ※1  103,482 ※1  104,933

売上総利益 17,392 18,072

販売費及び一般管理費   

 運賃諸掛 3,182 3,688

 給料及び手当 2,422 2,438

 退職給付費用 256 254

 研究開発費 ※1  1,369 ※1  1,379

 その他 3,707 3,748

 販売費及び一般管理費合計 10,938 11,509

営業利益 6,454 6,563

営業外収益   

 受取利息 58 55

 受取配当金 136 150

 為替差益 123 602

 雑品売却益 30 39

 技術指導料 167 116

 受取賃貸料 142 109

 貸倒引当金戻入額 - 15

 その他 90 102

 営業外収益合計 749 1,191

営業外費用   

 支払利息 186 182

 持分法による投資損失 - 94

 固定資産除却損 196 132

 その他 270 134

 営業外費用合計 652 543

経常利益 6,550 7,211

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  845 ※2  124

 負ののれん発生益 230 -

 特別利益合計 1,076 124

特別損失   

 固定資産売却損 - ※3  47

 弁護士費用等 175 -

 関係会社株式・出資金評価損 102 -

 関係会社貸倒引当金繰入額 69 -

 特別損失合計 347 47

税金等調整前当期純利益 7,279 7,288

法人税、住民税及び事業税 2,376 2,459

法人税等調整額 411 △147

法人税等合計 2,788 2,311

少数株主損益調整前当期純利益 4,490 4,977

少数株主損失（△） △116 -

当期純利益 4,607 4,977
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 4,490 4,977

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 286 287

 繰延ヘッジ損益 - △69

 為替換算調整勘定 577 308

 退職給付に係る調整額 - 1,068

 持分法適用会社に対する持分相当額 - 518

 その他の包括利益合計 ※1  863 ※1  2,113

包括利益 5,354 7,091

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 5,219 7,091

 少数株主に係る包括利益 134 -
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,040 6 74,987 △20 80,013

当期変動額      

剰余金の配当   △806  △806

当期純利益   4,607  4,607

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 3,801 △1 3,800

当期末残高 5,040 6 78,788 △21 83,813
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 563 △764 ― △201 1,432 81,244

当期変動額       

剰余金の配当      △806

当期純利益      4,607

自己株式の取得      △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

286 325 △213 398 △1,432 △1,033

当期変動額合計 286 325 △213 398 △1,432 2,766

当期末残高 849 △438 △213 197 ― 84,011
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,040 6 78,788 △21 83,813

会計方針の変更によ

る累積的影響額
  △434  △434

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,040 6 78,353 △21 83,379

当期変動額      

剰余金の配当   △1,108  △1,108

当期純利益   4,977  4,977

自己株式の取得    △1 △1

持分法の適用範囲の

変動
  △131  △131

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 3,737 △1 3,735

当期末残高 5,040 6 82,091 △23 87,114
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 849 ― △438 △213 197 84,011

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     △434

会計方針の変更を反映

した当期首残高
849 ― △438 △213 197 83,576

当期変動額       

剰余金の配当      △1,108

当期純利益      4,977

自己株式の取得      △1

持分法の適用範囲の

変動
     △131

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

287 △69 863 1,068 2,150 2,150

当期変動額合計 287 △69 863 1,068 2,150 5,885

当期末残高 1,137 △69 424 855 2,347 89,462
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 7,279 7,288

 減価償却費 5,808 6,056

 負ののれん発生益 △230 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 100 △14

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,025 96

 その他の引当金の増減額（△は減少） △128 △139

 受取利息及び受取配当金 △194 △205

 支払利息 186 182

 持分法による投資損益（△は益） - 94

 有形固定資産除却損 196 132

 有形固定資産売却損益（△は益） △847 △82

 関係会社株式・出資金評価損 102 -

 売上債権の増減額（△は増加） △4,584 △149

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,682 △1,640

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,277 △933

 その他 △353 141

 小計 11,319 10,827

 利息及び配当金の受取額 194 207

 利息の支払額 △186 △186

 法人税等の支払額 △1,365 △2,900

 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,962 7,947

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △5,723 △6,197

 有形固定資産の売却による収入 979 171

 無形固定資産の取得による支出 △190 △110

 関係会社株式の取得による支出 △1,225 △4,253

 その他 △553 20

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,713 △10,370

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - △4,515

 長期借入れによる収入 - 4,200

 配当金の支払額 △805 △1,107

 その他 △46 △19

 財務活動によるキャッシュ・フロー △852 △1,442

現金及び現金同等物に係る換算差額 135 229

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,531 △3,635

現金及び現金同等物の期首残高 19,306 21,838

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  21,838 ※1  18,202
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 4社

主要な連結子会社の名称

鋼鈑商事㈱

鋼鈑工業㈱

ＫＹテクノロジー㈱

TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

東洋パックス㈱

東洋パートナー㈱

共同海運㈱

上海東洋鋼鈑商貿有限公司

湖南東洋利徳材料科技有限公司

江蘇東洋鋼鈑新材料科技有限公司

上海東洋鋼鈑精密加工有限公司

韓国鋼鈑工業㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社８社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２. 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数　1社

会社の名称

TOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI（Tosyali Toyo Steel CO.INC.）

(2)持分法適用の範囲の変更

前連結会計年度において持分法の適用範囲から除外しておりましたTOSYALI TOYO CELIK ANONIM SIRKETI

（Tosyali Toyo Steel CO.INC.）は重要性が増したことにより当連結会計年度より持分法の適用範囲に含めており

ます。

(3)非連結子会社８社及び関連会社２社（下松運輸㈱、Kanagata（Thailand） Co., Ltd.）は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちTOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.の決算日は、12月31日であります。

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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４. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

国内連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④ ＰＣＢ対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当連結会計年度末においてその金額を合理的に見積

もることができる処理費用について計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の連結会計年度において一括費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に計上しております。
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(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引は振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

当社グループは、外貨建取引に係る為替相場の変動によるリスクをヘッジするために為替予約取引を利用して

おります。利用にあたっては実需に基づく取引に限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的取引は行わない

方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、振当処理によっている為替予約取引のうち繰延ヘッジ処理によっている取引については、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、有効性

の評価を省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する短期投資からなっております。　

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生連結会計年

度の期間費用としております。
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(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。割引率の決定方法についても、従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

なお、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金に与える影響額並びに、当連結会計年度の

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響額は軽微であります。

１株当たり情報に与える影響額は当該箇所に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

 

(1) 概要

子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、企業結

合における取得関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、並びに企業

結合年度の連結財務諸表の暫定的な会計処理の確定に関する取扱い等について改正されました。

 

(2) 適用予定日

平成28年３月期の期首から適用予定です。

なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適用する

予定です。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定です。
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(表示方法の変更)

（連結損益計算書）　

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「資金調達費用」は、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において「営業外費用」の「資金調達費用」に表示していた142

百万円は「その他」として組替えております。

 
（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「子会社株式の取得による支出」と表示し

ておりましたものにつきましては、「関係会社株式の取得による支出」と表示しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

 205,822百万円 210,635百万円
 

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

投資有価証券（株式） 735百万円 5,617百万円

投資その他の資産

1,104百万円 1,044百万円その他（出資金）
 

 

 ３ 保証債務

下記のとおり、従業員または関連会社の債務に対して債務保証を行っております。　
 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

当社従業員（住宅資金等） 432百万円 356百万円

TOSYALI TOYO CELIK ANONIM
SIRKETI（Tosyali Toyo Steel
CO.INC.）（信用状取引）

 
―百万円

 

 
1,574百万円

（12百万ユーロ）
 

 

※４ コミットメントライン契約

当社は、効率的な資金調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結しております。貸

出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

貸出コミットメントの総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 ―百万円 4,200百万円

差引額 6,000百万円 1,800百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 2,094百万円 1,932百万円
 

　

 
※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 0百万円

土地 845百万円 124百万円
 

 
※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 29百万円

土地 ―百万円 17百万円
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金：   

 当期発生額 439百万円 358百万円

 組替調整額 ─ ―

   税効果調整前 439 358

   税効果額 △153 △71

   その他有価証券評価差額金 286 287

繰延ヘッジ損益：   

 当期発生額 ─ △103

 組替調整額 ─ ―

 資産の取得原価調整額 ─ ―

   税効果調整前 ─ △103

   税効果額 ─ 33

   繰延ヘッジ損益 ─ △69

為替換算調整勘定：   

 当期発生額 577 308

退職給付に係る調整額：   

 当期発生額 ― 1,501

 組替調整額 ― 87

   税効果調整前 ― 1,589

   税効果額 ― △520

   退職給付に係る調整額 ― 1,068

持分法適用会社に対する持分相当額：   

 当期発生額 ― 518

     その他の包括利益合計 863 2,113
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

 当連結会計年度末
 株式数（株）

発行済株式
  普通株式

100,800,000 ― ― 100,800,000

自己株式
  普通株式  （注）

48,119 2,577 ― 50,696

 　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,577株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 403百万円 ４円00銭 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年10月29日
取締役会

普通株式 403百万円 ４円00銭 平成25年９月30日 平成25年12月３日

 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 604百万円 利益剰余金 ６円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月26日

 

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

 当連結会計年度末
 株式数（株）

発行済株式
  普通株式

100,800,000 ― ― 100,800,000

自己株式
  普通株式  （注）

50,696 3,204 ― 53,900

 　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,204株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 604百万円 ６円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月26日

平成26年10月29日
取締役会

普通株式 503百万円 ５円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月２日

 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 503百万円 利益剰余金 ５円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金 22,838百万円 18,202百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,000百万円 ―百万円

現金及び現金同等物 21,838百万円 18,202百万円
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(リース取引関係)

１. ファイナンス・リース取引

（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

 

２. オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行借入や社債発行

で調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、利用にあたっては実需

に基づく取引に限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、為替の変動リスクに晒

されている外貨建て営業債権の一部のものに対しては、先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金及び社債は、主に営業取引及び設備投資に必要な資金を調達することを目的としております。変動金利

の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引であります。なお、ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項４ (5)」に記載のとおりであります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、定期的に取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

四半期ごとに把握する体制としております。

デリバティブ取引については、為替予約取引の契約先はいずれも大手金融機関であり、信用リスクはほとんど

ないと認識しております。

 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建取引に係る為替相場の変動によるリスクをヘッジする手段として為替予約取引を利用しております。

投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従い、契約部門と主計部門とを厳格

に区分し、日常業務は相互牽制とチェックにより管理しており、決算期には主計部門が独自にデリバティブ取引

の契約先と残高照合を行い、契約部門の記録と相違ないことを確認しております。

 また、デリバティブ取引の利用状況については、定期的に取締役会に報告しております。

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新する等の方法により流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 

前連結会計年度（平成26年３月31日）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

① 現金及び預金 22,838 22,838 ―

② 受取手形及び売掛金 23,337   

 貸倒引当金 △251   

  23,086 23,086 ―

③ 投資有価証券    

   その他有価証券 3,572 3,572 ―

④ 長期貸付金 150 148 △1

 資産計 49,647 49,645 △1

① 買掛金 12,333 12,333 ―

② 短期借入金 16,184 16,184 ―

③ 社債 5,000 5,073 73

 負債計 33,517 33,591 73
 

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

① 現金及び預金 18,202 18,202 ―

② 受取手形及び売掛金 23,550   

 貸倒引当金 △241   

  23,308 23,308 ―

③ 投資有価証券    

   その他有価証券 3,931 3,931 ―

④ 長期貸付金 110 108 △1

 資産計 45,552 45,550 △1

① 買掛金 11,429 11,429 ―

② 短期借入金 11,715 11,715 ―

③ 社債 5,000 5,032 32

④ 長期借入金 4,200 4,199 △0

 負債計 32,344 32,377 32
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

①現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、当該帳簿価額から信用リスクを反映した貸倒見積額を控除した金額

によっております。

③投資有価証券

取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」に記載しております。

④長期貸付金

一般債権については、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ

シュ・フローを国債の利回り等の指標に信用リスクを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。

負  債

①買掛金、②短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

③社債

元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

④長期借入金

元金利の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出

しております。

 
（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 66 60

関係会社株式 735 5,617

合計 802 5,677
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③投資有価証券 

その他有価証券」には含めておりません。
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（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
1年以内

（百万円）

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 22,838 ― ― ―

受取手形及び売掛金 23,337 ― ― ―

長期貸付金 ― 150 ― ―

合計 46,176 150 ― ―
 

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
1年以内

（百万円）

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 18,202 ― ― ―

受取手形及び売掛金 23,550 ― ― ―

長期貸付金 ― 110 ― ―

合計 41,752 110 ― ―
 

 

（注）４．社債、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 16,184 ― ― ― ― ―

社債 ― ― 5,000 ― ― ―

リース債務 34 19 8 7 2 ―

合計 16,218 19 5,008 7 2 ―
 

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 11,715 ― ― ― ― ―

社債 ― 5,000 ― ― ― ―

長期借入金 ― 840 840 840 840 840

リース債務 23 12 10 6 2 ―

合計 11,738 5,852 850 846 842 840
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 2,877 1,503 1,374

小計 2,877 1,503 1,374

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 694 756 △62

小計 694 756 △62

合計 3,572 2,260 1,311
 

(注) １. その他有価証券のうち時価のあるものについて、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％

以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、回復の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っ

ております。

 ２. 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

３. 非上場株式（連結貸借対照表計上額66百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 3,931 2,260 1,670

小計 3,931 2,260 1,670

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 3,931 2,260 1,670
 

(注) １. その他有価証券のうち時価のあるものについて、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％

以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、回復の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っ

ております。

 ２. 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

３. 非上場株式（連結貸借対照表計上額60百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表には含めておりません。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の振
当処理

為替予約取引
売建
米ドル

売掛金 828 ― (※)

 

(※)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理方法
為替予約取引
売建
米ドル

売掛金 6,658 ― △103

為替予約等の振
当処理

為替予約取引
売建
米ドル

売掛金 1,711 ― (※)

 合計  8,369 ― ―
 

(注)時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算出しております。

(※)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、規約型確定給付企業年金制度を設け

ております。

当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社において退職一時金制度については全社が有しており、規約

型確定給付企業年金制度は２社が有しております。また、当社において退職給付信託を設定しております。

なお、一部の連結子会社が有する退職給付一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。

 
２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く）

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 12,585 12,376

 会計方針の変更による累積的影響額 ― 672

会計方針の変更を反映した期首残高 12,585 13,049

勤務費用 616 676

利息費用 176 105

数理計算上の差異の発生額 8 △19

退職給付の支払額 △1,140 △1,428

過去勤務費用の発生額 130 229

退職給付債務の期末残高 12,376 12,612
 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く）

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

年金資産の期首残高 9,889 10,106

期待運用収益 ― ―

数理計算上の差異の発生額 962 1,482

事業主からの拠出額 287 295

退職給付の支払額 △1,033 △719

年金資産の期末残高 10,106 11,165
 

 

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 47 52

退職給付費用 7 8

退職給付の支払額 ― △3

制度への拠出額 △2 △2

退職給付に係る負債の期末残高 52 55
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

 (平成26年３月31日)
当連結会計年度

 (平成27年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 11,879 12,060

年金資産 △10,106 △11,165

 1,773 894

非積立型制度の退職給付債務 549 608

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,322 1,503

   

退職給付に係る負債 2,551 1,976

退職給付に係る資産 △228 △473

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,322 1,503
 

(注)簡便法を適用した制度を含みます。

 
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

勤務費用 616 676

利息費用 176 105

期待運用収益 ― ―

数理計算上の差異の費用処理額 161 87

過去勤務費用の費用処理額 130 229

簡便法で計算した退職給付費用 7 8

確定給付制度に係る退職給付費用 1,092 1,107
 

 
(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

数理計算上の差異 ― 1,589
 

 

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △330 1,258
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(8) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

債券 3％ 5％

株式 60％ 65％

現金及び預金 7％ 3％

生保一般勘定 22％ 19％

その他 7％ 8％

合計 100％ 100％
 

(注)年金資産合計には退職給付信託が前連結会計年度37％、当連結会計年度39％含まれております。

 
② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を保守的に考慮しております。

 
(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

割引率 1.4％ 0.8％～1.2％

長期期待運用収益率 0.0％ 0.0％

予定昇給率 2.8％～5.6％ 3.3％～5.6％
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

  減価償却超過額 630 540

 退職給付に係る負債 2,562 2,380

  賞与引当金損金算入限度超過額 569 539

  未払事業税 142 109

  その他 1,569 1,724

繰延税金資産小計 5,475 5,294

評価性引当額 △36 △37

繰延税金資産合計 5,438 5,256

繰延税金負債   

  租税特別措置法上の積立金等 △2,965 △2,608

  その他有価証券評価差額金 △462 △533

  退職給付信託設定に係る一時差異 △1,659 △1,468

退職給付に係る資産 △80 △429

  その他 △84 △209

繰延税金負債合計 △5,253 △5,248

繰延税金資産(又は負債)の純額 185 7
 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率

法定実効税率と税効果会計適
用後の法人税等の負担率との間
の差異が法定実効税率の100分の
５以下であるため注記を省略し
ております。

35.4％

（調整）     

  交際費等永久に損金に算入されない項目   0.6  

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △1.9  

  試験研究費等の法人税額特別控除   △4.4  

子会社からの受取配当金の消去   1.2  

  住民税均等割   0.3  

 税率変更による期末繰延税金資産負債の修正   0.7  

  その他   △0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   31.7  
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３.法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年3月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用される法定実効税率は、従来の35.4％から平成27年4月1日から開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異については32.8％、平成28年4月1日から開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては32.1％となりました。

これにより、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が47百万円、その他有価証券評価差額金

が57百万円、退職給付に係る調整累計額が41百万円、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が49百万円、そ

れぞれ増加し、繰延ヘッジ損益が２百万円減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品の類似性により「鋼板関連事業」、「機能材料関連事業」及び「その他事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

「鋼板関連事業」では、鋼板及びその加工品である缶用材料、電気・電子部品用材料、建築・家電用材料、自

動車・産業機械部品用材料及びラミネート鋼板の材料である容器用機能フィルムを製造販売しております。「機

能材料関連事業」では、電子機器向けの素材である磁気ディスク用アルミ基板及び光学用機能フィルムを製造販

売しております。「その他事業」では、主に機械部品である梱包資材用帯鋼、機械器具及び硬質合金を製造販売

しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法

と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２ 鋼板関連事業

機能材料
関連事業

その他事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 86,122 26,863 7,890 120,875 ― 120,875

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,351 ― 238 2,590 △2,590 ―

計 88,474 26,863 8,128 123,466 △2,590 120,875

セグメント利益 3,391 2,337 712 6,441 12 6,454

セグメント資産 80,072 22,573 6,671 109,318 20,372 129,690

その他の項目       

減価償却費 3,900 1,689 223 5,814 △5 5,808

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

3,026 2,695 190 5,911 ― 5,911
 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額12百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額20,372百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産22,114百万円及び

セグメント間取引消去△1,742百万円であります。全社資産は、主に当社の現預金であります。

(3) 減価償却費の調整額△５百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２ 鋼板関連事業

機能材料
関連事業

その他事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 85,702 28,456 8,846 123,005 ― 123,005

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,331 ― 269 2,601 △2,601 ―

計 88,034 28,456 9,116 125,607 △2,601 123,005

セグメント利益 2,412 3,233 886 6,533 30 6,563

セグメント資産 86,017 25,499 7,298 118,815 15,225 134,041

その他の項目       

減価償却費 3,728 2,111 222 6,062 △5 6,056

持分法適用会社への
投資額

4,878 ― ― 4,878 ― 4,878

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

3,011 2,887 266 6,165 ― 6,165
 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額30百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額15,225百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産17,006百万円及び

セグメント間取引消去△1,780百万円であります。全社資産は、主に当社の現預金であります。

(3) 減価償却費の調整額△５百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

東洋鋼鈑株式会社(E01249)

有価証券報告書

 71/101



 

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

92,285 26,118 2,471 120,875
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東洋製罐㈱ 25,924 鋼板関連事業及びその他事業

丸紅メタル㈱ 12,518 機能材料関連事業
 

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

89,827 28,875 4,301 123,005
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東洋製罐㈱ 23,521 鋼板関連事業及びその他事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る)等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
②連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の
親会社
を持つ
会社

東洋製罐㈱
東京都
品川区

1,000
空缶・容器
等の製造販
売

―
当社製品の販売
役員の兼任

製品の販売 24,939 売掛金 4,789

 

(注) １. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上、当社との関係を有

しない他の取引先と同様の条件によっております。

 

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の
親会社
を持つ
会社

東罐共栄㈱
東京都
品川区

80

保 険 代 理
業、不動産
賃 貸 管 理
業、宅地建
物取引業、
旅行業

― 不動産売却 土地売却 900 ― ―

 

(注) １. 取引条件及び取引条件の決定方針等

土地売却については、市場価格を勘案し当社との関係を有しない他の取引先と同様の条件によっておりま

す。

 
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の
親会社
を持つ
会社

東洋製罐㈱
東京都
品川区

1,000
空缶・容器
等の製造販
売

―
当社製品の販売
役員の兼任

製品の販売 22,654 売掛金 4,432

 

(注) １. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上、当社との関係を有

しない他の取引先と同様の条件によっております。
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③連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地 資本金 事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会
社

TOSYALI TOYO
CELIK ANONIM
SIRKETI
(Tosyali Toyo
Steel CO. INC.)

トルコ共和国
イスタンブー
ル市

191百万
トルコリラ

鋼板関連

事業

(所有)
直接
49.0

役員の兼任 債務保証
1,574

(12百万ユーロ)
― ―

 

(注) １. 信用状取引に対する債務保証であります。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記　

親会社情報

東洋製罐グループホールディングス㈱（東京証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日

  至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 833円87銭
 
 

１株当たり純資産額 888円00銭
 
 

１株当たり当期純利益金額 45円73銭
 
 

１株当たり当期純利益金額 49円41銭
 
 

 

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

２.（会計方針の変更）に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金

額への影響は軽微であります。

３. 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

(１) １株当たり純資産額

 項目
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

 純資産の部の合計額(百万円) 84,011 89,462

 純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 84,011 89,462

 
１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

100,749 100,746
 

 

(２) １株当たり当期純利益金額

 項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
  至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

 当期純利益金額(百万円) 4,607 4,977

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益金額(百万円) 4,607 4,977

 普通株式の期中平均株式数(千株) 100,750 100,746
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

東洋鋼鈑㈱
第６回
無担保社債

平成23.４.25 5,000 5,000 1.29 なし 平成28.４.25

合計 ― ― 5,000 5,000 ― ― ―

 

(注) 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― 5,000 ― ― ―
 

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 16,184 11,715 0.644 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 34 23 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― 4,200 0.772 平成33年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

37 31 ― 平成28年～平成31年

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 16,256 15,969 ― ―
 

(注) １. 平均利率は当期末残高の加重平均利率であります。

２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３. 長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 840 840 840 840

リース債務 12 10 6 2
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 30,439 61,422 92,395 123,005

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 1,865 4,231 6,505 7,288

四半期(当期)純利益
金額

(百万円) 1,265 2,877 4,392 4,977

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 12.56 28.56 43.60 49.41

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 12.56 16.00 15.04 5.81
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 22,110 17,002

  受取手形 1,095 1,216

  売掛金 ※1  18,006 ※1  17,966

  商品及び製品 10,120 11,152

  仕掛品 3,729 3,652

  原材料及び貯蔵品 5,837 6,204

  前払費用 1 -

  繰延税金資産 1,389 1,348

  その他 ※1  3,099 ※1  3,937

  貸倒引当金 △162 △35

  流動資産合計 65,228 62,446

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 13,649 13,050

   構築物（純額） 1,079 1,076

   機械及び装置（純額） 13,965 15,914

   車両運搬具（純額） 68 158

   工具、器具及び備品（純額） 1,188 981

   土地 12,378 12,351

   リース資産（純額） 53 42

   建設仮勘定 1,656 574

   有形固定資産合計 44,040 44,149

  無形固定資産   

   ソフトウエア 224 236

   その他 7 7

   無形固定資産合計 231 243

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,632 3,985

   関係会社株式 4,127 8,584

   出資金 1 1

   関係会社出資金 1,104 1,044

   長期貸付金 ※1  150 ※1  110

   その他 1,425 2,270

   貸倒引当金 △9 △10

   投資その他の資産合計 10,431 15,985

  固定資産合計 54,703 60,378

 資産合計 119,931 122,825
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 11,660 11,017

  短期借入金 15,554 11,354

  リース債務 28 19

  未払金 1,895 2,615

  未払費用 2,121 2,074

  未払法人税等 1,619 1,026

  前受金 78 141

  預り金 1,773 1,888

  前受収益 2 2

  役員賞与引当金 34 33

  その他 - 118

  流動負債合計 34,769 30,291

 固定負債   

  社債 5,000 5,000

  長期借入金 - ※3  4,200

  リース債務 28 26

  繰延税金負債 1,905 1,515

  退職給付引当金 1,575 2,267

  PCB対策引当金 212 79

  その他 44 44

  固定負債合計 8,766 13,133

 負債合計 43,535 43,425

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,040 5,040

  資本剰余金   

   資本準備金 6 6

   資本剰余金合計 6 6

  利益剰余金   

   利益準備金 1,260 1,260

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 5,409 5,516

    別途積立金 47,111 47,111

    繰越利益剰余金 16,741 19,421

   利益剰余金合計 70,521 73,308

  自己株式 △21 △23

  株主資本合計 75,547 78,332

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 849 1,137

  繰延ヘッジ損益 - △69

  評価・換算差額等合計 849 1,067

 純資産合計 76,396 79,400

負債純資産合計 119,931 122,825
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 ※1  107,492 ※1  108,813

売上原価   

 製品期首たな卸高 11,433 10,120

 当期製品製造原価 82,516 85,059

 当期製品仕入高 9,216 10,013

 合計 103,166 105,193

 他勘定振替高 ※2  △302 ※2  △407

 製品期末たな卸高 10,120 11,152

 製品売上原価 93,349 94,448

売上総利益 14,143 14,365

販売費及び一般管理費   

 運賃諸掛 2,497 3,123

 給料及び手当 1,695 1,673

 退職給付引当金繰入額 235 235

 減価償却費 230 208

 研究開発費 1,360 1,377

 貸倒引当金繰入額 - 10

 その他 2,654 2,767

 販売費及び一般管理費合計 8,675 9,397

営業利益 5,467 4,968

営業外収益   

 受取利息 78 73

 受取配当金 ※1  316 ※1  393

 為替差益 100 522

 技術指導料 209 163

 受取賃貸料 264 209

 その他 109 117

 営業外収益合計 ※1  1,079 ※1  1,479

営業外費用   

 支払利息 110 108

 社債利息 64 64

 固定資産処分損 170 109

 その他 253 114

 営業外費用合計 598 396

経常利益 5,948 6,051

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  838 ※3  124

 特別利益合計 838 124

特別損失   

 固定資産売却損 - ※4  47

 弁護士費用等 175 -

 関係会社出資金評価損 88 -

 関係会社貸倒引当金繰入額 69 -

 特別損失合計 333 47

税引前当期純利益 6,454 6,128
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

法人税、住民税及び事業税 1,972 1,982

法人税等調整額 331 △160

法人税等合計 2,303 1,821

当期純利益 4,150 4,306
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 5,040 6 6

当期変動額    

固定資産圧縮積立金

の積立
   

固定資産圧縮積立金

の取崩
   

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
   

剰余金の配当    

当期純利益    

自己株式の取得    

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,040 6 6
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,260 5,086 47,111 13,720 67,177

当期変動額      

固定資産圧縮積立金

の積立
 449  △449 ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
 △135  135 ―

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
 8  △8 ―

剰余金の配当    △806 △806

当期純利益    4,150 4,150

自己株式の取得      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― 323 ― 3,021 3,344

当期末残高 1,260 5,409 47,111 16,741 70,521
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株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △20 72,203 563 563 72,767

当期変動額      

固定資産圧縮積立金

の積立
 ―   ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
 ―   ―

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
 ―   ―

剰余金の配当  △806   △806

当期純利益  4,150   4,150

自己株式の取得 △1 △1   △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  286 286 286

当期変動額合計 △1 3,343 286 286 3,629

当期末残高 △21 75,547 849 849 76,396
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 5,040 6 6

会計方針の変更によ

る累積的影響額
   

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,040 6 6

当期変動額    

固定資産圧縮積立金

の取崩
   

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
   

剰余金の配当    

当期純利益    

自己株式の取得    

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,040 6 6
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,260 5,409 47,111 16,741 70,521

会計方針の変更によ

る累積的影響額
   △411 △411

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,260 5,409 47,111 16,329 70,110

当期変動額      

固定資産圧縮積立金

の取崩
 △161  161 ―

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
 268  △268 ―

剰余金の配当    △1,108 △1,108

当期純利益    4,306 4,306

自己株式の取得      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― 106 ― 3,092 3,198

当期末残高 1,260 5,516 47,111 19,421 73,308
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株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △21 75,547 849 ― 849 76,396

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 △411    △411

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△21 75,135 849 ― 849 75,984

当期変動額       

固定資産圧縮積立金

の取崩
 ―    ―

法定実効税率の変更

に伴う積立金の増加
 ―    ―

剰余金の配当  △1,108    △1,108

当期純利益  4,306    4,306

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  287 △69 218 218

当期変動額合計 △1 3,196 287 △69 218 3,415

当期末残高 △23 78,332 1,137 △69 1,067 79,400
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式及び関連会社株式

     移動平均法による原価法

 (2) その他有価証券

     時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

     時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３. 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

     定額法

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

     定額法

 (3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４. 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を退職給付引当金として計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の事業年度において一括費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 （4）ＰＣＢ対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当事業年度末においてその金額を合理的に見積もるこ

とができる処理費用について計上しております。
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５. ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引は振当処理によっております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

     ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

 (3) ヘッジ方針

当社は、外貨建取引に係る為替相場の変動によるリスクをヘッジするために為替予約取引を利用しております。

利用にあたっては実需に基づく取引に限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的取引は行わない方針でありま

す。

 (4) ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、振当処理によっている為替予約取引のうち繰延ヘッジ処理によっている取引については、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、有効性の評

価を省略しております。

 

６. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理と異なっておりま

す。

(2) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。
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(会計方針の変更)

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。割引率の決定方法についても、従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。　

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しており

ます。

 なお、当事業年度の期首の退職給付引当金及び繰越利益剰余金に与える影響額並びに、当事業年度の営業利

益、経常利益、税引前当期純利益に与える影響額は軽微であります。

 また、当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響額は軽微であります。
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(表示方法の変更)

（損益計算書）　

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「資金調達費用」は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において「営業外費用」の「資金調達費用」に表示していた142百万円は

「その他」として組替えております。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に関する資産（区分掲記したものを除く）

 
 

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

売掛金 5,062百万円 4,518百万円

未収入金 638百万円 864百万円

短期貸付金 1,220百万円 1,147百万円

上記以外の資産の合計金額 151百万円 110百万円
 

 
 ２ 保証債務

下記のとおり、従業員または関連会社の債務に対して債務保証を行っております。　
 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

従業員（住宅資金等） 432百万円 356百万円

TOSYALI TOYO CELIK ANONIM
SIRKETI（Tosyali Toyo Steel
CO.INC.）（信用状取引）

 
―百万円

 

 
1,574百万円

（12百万ユーロ）
 

 

※３ コミットメントライン契約

当社は、効率的な資金調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結しております。貸

出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

貸出コミットメントの総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 ―百万円 4,200百万円

差引額 6,000百万円 1,800百万円
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社に関する項目

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 22,250百万円 21,524百万円

営業外収益   

 受取配当金 223百万円 243百万円

 上記以外の営業外収益 284百万円 250百万円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費等への振替額であります。

　

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 0百万円

土地 838百万円 124百万円
 

 

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 29百万円

土地 ―百万円 17百万円
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式3,939百万円、関連会社株式4,645百

万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式3,939百万円、関連会社株式187百万円）は、市場価格がなく時

価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

  減価償却超過額 524 452

 退職給付引当金損金算入限度超過額 2,217 2,195

  賞与引当金損金算入限度超過額 440 403

  その他 1,415 1,420

繰延税金資産小計 4,598 4,472

評価性引当額 △29 △31

繰延税金資産合計 4,568 4,440

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 △462 △533

 退職給付信託設定に係る一時差異 △1,659 △1,468

  租税特別措置法上の積立金等 △2,961 △2,605

繰延税金負債合計 △5,084 △4,607

繰延税金資産(又は負債)の純額 △515 △166
 

　

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 37.8％ 35.4％

（調整）   

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 0.6

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8 △2.2

  住民税均等割 0.3 0.3

  試験研究費等の法人税額特別控除 △3.2 △5.2

 税率変更による期末繰延税金資産負債の修正 2.0 △0.0

  その他 0.1 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.7 30.0
 

 
３.法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年3月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用される法定実効税率は、従来の35.4％から平成27年4月1日から開始する事業年度に解消が見込まれる一時差

異については32.8％、平成28年4月1日から開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％と

なりました。

これにより、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が56百万円、その他有価証券評価差額金

が57百万円、それぞれ増加し、当事業年度に計上された法人税等調整額が1百万円、繰延ヘッジ損益が２百万円、そ

れぞれ減少しております。

 
(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
 (百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
 (百万円)

有形固定資産        

  建物 36,014 276 128 36,163 23,113 837 13,050

  構築物 6,989 128 22 7,095 6,018 126 1,076

  機械及び装置 158,208 5,660 1,329 162,540 146,626 3,579 15,914

  車両運搬具 717 120 11 826 668 30 158

  工具、器具及び備品 9,556 282 219 9,619 8,638 486 981

  土地 12,378 ― 27 12,351 ― ― 12,351

  リース資産 151 17 56 112 70 27 42

   建設仮勘定 1,656 5,889 6,971 574 ― ― 574

有形固定資産計 225,673 12,375 8,764 229,284 185,134 5,088 44,149

無形固定資産        

  ソフトウェア ― ― ― 983 747 77 236

   その他 ― ― ― 51 44 0 7

無形固定資産計 ― ― ― 1,035 791 78 243
 

(注) １. 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

２. 機械及び装置の増加の主なものは光学用機能フィルム生産設備2,679百万円であります。
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 172 45 137 34 45

役員賞与引当金 34 33 34 ― 33

ＰＣＢ対策引当金 212 10 143 ― 79
 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替えによる取崩額であります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 （特別口座）

 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社証券代行部

    株主名簿管理人 （特別口座）

 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社  

    取次所 ―

    買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して
行います。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
ります。
http://www.toyokohan.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし
 

(注) １.当社定款の定めにより、単元未満株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使できません。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

２.平成26年12月16日開催の取締役会決議により、平成27年３月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更い

たしました。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

   事業年度（第117期） （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月26日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

   平成26年６月26日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第118期第１四半期）（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）平成26年８月12日関東財務局長に提出

（第118期第２四半期）（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）平成26年11月12日関東財務局長に提出

（第118期第３四半期）（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月12日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書　

平成26年６月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年６月24日

東洋鋼鈑株式会社

 

取締役会  御中

監査法人  双研社
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   澤   秀   雄   ㊞

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   渡   辺         篤   ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東洋鋼鈑株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

洋鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋鋼鈑株式会社の平成27年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、東洋鋼鈑株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(注) １. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

  ２. XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成27年６月24日

東洋鋼鈑株式会社

 

取締役会  御中

監査法人  双研社
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   澤   秀   雄   ㊞

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   渡   辺         篤   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東洋鋼鈑株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第118期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋鋼

鈑株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(注) １. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

  ２. XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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